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資料７－１ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（抄）（※） 

   ※ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第

78号）による改正後のもの 

 

資料７－２ 労働政策審議会建議「今後の高年齢者雇用対策について」 

（平成24年１月６日）） 
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高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号）（抄） 

 

（高年齢者等職業安定対策基本方針）  

第六条  厚生労働大臣は、高年齢者等の職業の安定に関する施策の基本となるべき方針（以

下「高年齢者等職業安定対策基本方針」という。）を策定するものとする。  

２  高年齢者等職業安定対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。  

一  高年齢者等の就業の動向に関する事項  

二  高年齢者の雇用の機会の増大の目標に関する事項  

三  第四条第一項の事業主が行うべき職業能力の開発及び向上、作業施設の改善その他の

諸条件の整備、再就職の援助等並びに同条第二項の事業主が行うべき高齢期における職

業生活の設計の援助に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針となるべ

き事項 

四  第九条に規定する高年齢者雇用確保措置の円滑な実施を図るため講じようとする施

策の基本となるべき事項  

五  高年齢者等の再就職の促進のため講じようとする施策の基本となるべき事項  

六  前各号に掲げるもののほか、高年齢者等の職業の安定を図るため講じようとする施策

の基本となるべき事項  

３  厚生労働大臣は、高年齢者等職業安定対策基本方針を定めるに当たつては、あらかじめ、

関係行政機関の長と協議するとともに、労働政策審議会の意見を聴かなければならない。  

４  厚生労働大臣は、高年齢者等職業安定対策基本方針を定めたときは、遅滞なく、その概

要を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、高年齢者等職業安定対策基本方針の変更について準用する。 

 

（高年齢者雇用確保措置）  

第九条  定年（六十五歳未満のものに限る。以下この条において同じ。）の定めをしている

事業主は、その雇用する高年齢者の六十五歳までの安定した雇用を確保するため、次の各

号に掲げる措置（以下「高年齢者雇用確保措置」という。）のいずれかを講じなければなら

ない。  

一  当該定年の引上げ  

二  継続雇用制度（現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定

年後も引き続いて雇用する制度をいう。以下同じ。）の導入  
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三  当該定年の定めの廃止  

２ 継続雇用制度には、事業主が、特殊関係事業主（当該事業主の経営を実質的に支配する

ことが可能となる関係にある事業主その他の当該事業主と特殊の関係のある事業主として

厚生労働省令で定める事業主をいう。以下この項において同じ。）との間で、当該事業主の

雇用する高年齢者であつてその定年後に雇用されることを希望するものをその定年後に当

該特殊関係事業主が引き続いて雇用することを約する契約を締結し、当該契約に基づき当

該高年齢者の雇用を確保する制度が含まれるものとする。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施及び運用（心

身の故障のため業務の遂行に堪えない者等の継続雇用制度における取扱いを含む。）に関す

る指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。 

４ 第六条第三項及び第四項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。 

 

（再就職援助措置）  

第十五条  事業主は、その雇用する高年齢者等（厚生労働省令で定める者に限る。以下この

節において同じ。）が解雇（自己の責めに帰すべき理由によるものを除く。）その他これに

類するものとして厚生労働省令で定める理由（以下「解雇等」という。）により離職する場

合において、当該高年齢者等が再就職を希望するときは、求人の開拓その他当該高年齢者

等の再就職の援助に関し必要な措置（以下「再就職援助措置」という。）を講ずるように努

めなければならない。  

２  公共職業安定所は、前項の規定により事業主が講ずべき再就職援助措置について、当該

事業主の求めに応じて、必要な助言その他の援助を行うものとする。  

 

（求職活動支援書の作成等）  

第十七条  事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、解雇等により離職することとな

つている高年齢者等が希望するときは、その円滑な再就職を促進するため、当該高年齢者

等の職務の経歴、職業能力その他の当該高年齢者等の再就職に資する事項（解雇等の理由

を除く。）として厚生労働省令で定める事項及び事業主が講ずる再就職援助措置を明らかに

する書面（以下「求職活動支援書」という。）を作成し、当該高年齢者等に交付しなければ

ならない。  

２  前項の規定により求職活動支援書を作成した事業主は、その雇用する者のうちから再就

職援助担当者を選任し、その者に、当該求職活動支援書に基づいて、厚生労働省令で定め
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るところにより、公共職業安定所と協力して、当該求職活動支援書に係る高年齢者等の再

就職の援助に関する業務を行わせるものとする。  

 

（求職活動支援書に係る労働者に対する助言その他の援助）  

第十八条  求職活動支援書の交付を受けた労働者は、公共職業安定所に求職の申込みを行う

ときは、公共職業安定所に、当該求職活動支援書を提示することができる。  

２  公共職業安定所は、前項の規定により求職活動支援書の提示を受けたときは、当該求職

活動支援書の記載内容を参酌し、当該求職者に対し、その職務の経歴等を明らかにする書

面の作成に関する助言その他の援助を行うものとする。  

３  公共職業安定所長は、前項の助言その他の援助を行うに当たり、必要と認めるときは、

当該求職活動支援書を作成した事業主に対し、情報の提供その他必要な協力を求めること

ができる。 
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今後の高年齢者雇用対策について 

 

 

 尐子高齢化が急速に進展する中、全就業者数は 2020 年には 2009 年と比較して約 433 万

人減尐することが見込まれており、2012 年には、団塊の世代が 60 歳代後半に達し、職業

生活から引退して非労働力化する者が増加すると見込まれている。一方、我が国の高年齢

者の就業意欲は非常に高く、65 歳以上まで働きたいという者が高齢者の大部分を占めてい

る。 

このような中、現行の高年齢者雇用安定法では、60 歳定年及び 65 歳まで（平成 23 年 12

月時点では 64 歳）の雇用確保措置を義務化しているが、例外的に、労使協定により継続雇

用制度の対象となる高年齢者に係る基準を定め、当該基準に基づく制度を導入したときは、

継続雇用制度を講じたものとみなしている。 

雇用確保措置を導入している企業の割合は、31 人以上規模企業のうち 95.7％に達してお

り、全企業のうち、希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の割合は 47.9％であり、希望者

全員が 64 歳（平成 23 年 12 月時点での雇用確保措置義務年齢）まで働ける企業の割合は

50.8％である。また、継続雇用を希望しない者が定年到達者全体に占める割合は 24.6％、

継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準により離職した者が定年到達者全体に占め

る割合は 1.8％（定年到達者約 43 万５千人中約７千６百人）となっている。 

 一方で、年金の支給開始年齢は段階的に引き上げられており、男性については、定額部

分は平成 25 年度に 65 歳までの引上げが完了し、同年度から、報酬比例部分についても 61

歳に引き上げられる（平成 37 年度までに 65 歳まで段階的に引上げ）ため、無年金・無収

入となる者が生じる可能性がある。そのため、企業、労働者、行政など社会全体で取り組

む必要がある。 

 また、高年齢者については、長い職業人生で培ってきた職業知識や経験を経済社会にお

いて有効に活用することが重要であり、そのためには高年齢者がその意欲及び能力に応じ

て働くことができる生涯現役社会を実現するための環境を整備することが必要である。 

 なお、高年齢者雇用の促進と若年者雇用との関係について、労働力が質的に異なるため

それほど問題とならないとの指摘や、経済状況が厳しい中で若年者雇用に影響が出るとの

指摘がなされたところだが、今後、労働力人口が減尐していくことなどから、長期的な視

点に立ち、高齢者、若年者の意欲と能力に応じて働くことができる環境の整備をすること

が重要である。 

当部会においては、このような問題意識の下、①希望者全員の 65 歳までの雇用確保策、

②生涯現役社会の実現に向けた環境の整備のための方策について検討を行ったところであ

り、その結果は以下のとおりであるので報告する。 

 この報告を受けて、厚生労働省において、法的整備も含め所要の措置を講ずることが適

当と考える。 
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１ 希望者全員の 65 歳までの雇用確保措置について 

 

  尐子高齢化が進展し労働力人口が減尐する中、現行の年金制度に基づき公的年金の支

給開始年齢が 65 歳まで引き上げられることを踏まえると、雇用と年金が確実に接続する

よう、65 歳までは、特に定年制の対象となる者について、希望者全員が働くことができ

るようにするための措置が求められている。 

 

（１）希望者全員の 65 歳までの雇用を確保するためには、法定定年年齢を公的年金支給開

始年齢と合わせて引き上げることも考えられるが、現在 60 歳定年制は広く定着し機能

しており、法律による定年年齢の引上げは企業の労務管理上、極めて大きな影響を及

ぼすこと、60 歳以降は働き方や暮らし方に対する労働者のニーズが多様であることな

どを踏まえると、直ちに法定定年年齢を 65 歳に引き上げることは困難である。この問

題に関しては、年功的な要素が強い賃金制度や退職金制度、さらには、高齢者の人事

管理の在り方など、企業の労務管理上の様々な課題に関する環境整備の状況を踏まえ

て、中長期的に検討していくべき課題である。 

 

（２）しかし、現行制度では 65 歳までの希望者全員の雇用を確保することとなっていない。

これにより、2013 年度からの老齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢の引上げに

伴い、無年金・無収入となる者が生じることのないよう、意欲と能力に応じて働き続

けることが可能となる環境整備が求められており、雇用と年金を確実に接続させるた

め、現行の継続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準は廃止することが適当であ

る。 

その際、就業規則における解雇事由又は退職事由（年齢に係るものを除く）に該当

する者について継続雇用の対象外とすることもできるとすることが適当である（この

場合、客観的合理性・社会的相当性が求められると考えられる）。 

また、基準廃止後の継続雇用制度の円滑な運用に資するよう、企業現場の取扱いに

ついて労使双方にわかりやすく示すことが適当である。 

なお、使用者側委員から、①現行法９条２項に基づく継続雇用の対象者基準は、労

使自治の観点から妥当な制度であり、企業の現場で安定的に運用されていることや、

基準をなくした場合、若年者雇用に大きな影響を及ぼす懸念があることから、引き続

き当該基準制度を維持する必要がある、②仮に、現行の基準制度の維持が困難な場合

には新しい基準制度を認めるべき、との意見が出された。 

 

（３）こうした事情に対する一つの方策として、老齢厚生年金（報酬比例部分）の支給開

始年齢の段階的引き上げを勘案し、雇用と年金を確実に接続した以降は、できる限り

長期間にわたり現行の９条２項に基づく対象者基準を利用できる特例を認める経過措
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置を設けることが適当である。 

 

（４）また、継続雇用制度の基準を廃止する場合であっても、就労を希望する高齢労働者

が増加していくことを考えると、同一の企業の中だけでの雇用の確保には限界がある

ため、①親会社、②子会社、③親会社の子会社（同一の親会社を持つ子会社間）、④関

連会社など事業主としての責任を果たしていると言える範囲において、継続雇用にお

ける雇用確保先の対象拡大が必要である。 

    

（５）雇用確保措置はほとんどの企業で実施されており定着していると考えられるが、未

だ雇用確保措置を実施していない企業が存在するため、今後全ての企業で確実に措置

が実施されるよう、指導の徹底を図り、指導に従わない企業に対する企業名の公表等

を行うことが適当である。また、労働者への相談支援の充実や個別労働紛争解決制度

などについて周知を行い、個々の労働者の救済を図ることが適当である。 

 

（６）希望者全員の 65 歳までの雇用確保についての普及・啓発や、同制度の導入に関する

相談支援等について、特に経営環境の厳しい中小企業をはじめ、政府としても積極的

に支援することが必要である。 

 

 

２ 生涯現役社会の実現に向けた環境の整備 

 

  2025 年には 65 歳以上人口が全人口の３割を超えると見込まれる中で、生涯現役社会

の実現が求められるが、高齢期は個々の労働者の意欲・体力等に個人差があることなど

から、それらに応じて正社員以外の働き方や短時間・短日勤務やフレックス勤務を希望

する者がいるなど、雇用就業形態や労働時間等のニーズが多様化している。このため、

このような高年齢者の多様な雇用・就業ニーズに応じた環境整備を行うことにより雇

用・就業機会を確保する必要がある。 

  また、中高年齢者を取り巻く雇用情勢は依然として厳しく、有期契約労働者を含め離

職する労働者に対して、再就職しやすい環境整備が一層必要である。 

 

（１）生涯現役社会の実現のためには、高年齢者も含め高齢期を見据えた職業能力開発や

健康管理の推進が必要であるが、労働者自身の意識と取組を前提としつつも、企業の

取組の支援など国としても高齢期を見据えた職業能力開発や健康管理の推進に一層

取り組むことが必要である。 

なお、現在の高年齢者等職業安定対策基本方針に定める事項は 65 歳までの雇用機会

の確保を主眼としたものとされているが、現行の高年齢者等職業安定対策基本方針に

おいては、70 歳までの雇用・就業の目標が設定されており、齟齬が生じているため、
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変更が必要である。 

 

（２）高年齢者で定年まで雇用されていた企業ではなくその知識経験を生かすことができ

る他の企業での雇用を希望するような者が、再就職できるよう、定年前の産業雇用安

定センターや有料職業紹介事業者を通じた高年齢者の円滑な労働移動の支援を強化

する必要がある。 

 

（３）求職活動支援書は再就職支援のために有効であると考えられるが、活用状況が低調

であるため、求職活動支援書やジョブ・カードの作成・交付について、周知・徹底が

必要である。 

 

（４）高年齢者の就業ニーズに応じ、多様な雇用・就業機会を確保するため、高年齢者に

配慮した職場環境の整備などに対する支援が必要である。 

また、シルバー人材センター事業については、有識者等による検討の場を設けシル

バー事業の運営などの検討を行うとともに、組織や業務等について不断の見直しを行

い、事業運営がより一層効果的・効率的に行われる必要がある。 

 

（５）高齢期の生活の安定を実現するため、高齢者雇用の促進に向けた議論と併せて、雇

用に係る給付など多様な施策の展開が行えるよう、環境整備が必要である。 
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